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整理№ 80 事 業 評 価 シ ー ト

22 年度

評価担当部署 生活福祉部保健課 課長（主幹）名 伊　豆　健　俊

実施計画事業名 早期療育支援事業 評価対象年度 平成

目
的

障がいや発達に遅れがある児童が早期から適切に療育を受けることにより、発達の促進や機能向上・社会適応を図ることを目
的とする。

2 保健・福祉・医療

政　策 2 子どもたちの健全な成長を支援します

関連施策

現
状
と
課
題

障がいや発達に遅れがある児童は、乳幼児期の早期から適切に療育を受けることにより発達の促進や機能向上・社会適応を
図ることができると考えられる。そのため、身近な地域で療育を受けられる場を提供していく必要があり、稚内市早期療育セン
ターは宗谷管内として唯一、児童デイサービス事業を実施しており、近隣町村からの利用も受け入れている。

総
合
計
画
体
系

分　野

施　策 2 子どもたちの健全な成長を支援します

成
果
指
標

名　称 単　位

５
ヶ
年
の

施
策
展
開

指定管理者制度を活用しながら、児童デイサービス事業を適切に実施する。

25  年度

(設定できず） 目標 - - -

21 年度

早期療育通園センターを利用する児童の実人
数

人

22 年度

実績 -

早期療育通園センターを利用する児童の延べ
人数

人 目標 2,400

活
動
指
標

名　称 単　位

早期療育通園センターを利用する児童の延べ人数

目標

-

22 年度 25  年度21 年度

2,400 2,400

実績 2,105

66 66 66

2,131

- -

早期療育通園センターを利用するため契約を結ぶ児童(保護者)の実人数 実績 67 75

目標 -

- -

実績

実績

単位
21 年度 22
（決　算）

目標 -

年度 23 年度
備　考

（評価年度決算見込） （予　算）

0 0

0 0

0 0

16,937 16,744

12,598

国庫支出金 千円 0

922

起　債 千円 0

道支出金 千円

計（Ａ＋Ｂ） 千円 17,698 17,752

直接事業費（Ａ） 千円 16,936

その他 千円 12,115 12,702

一般財源 千円 3,899 4,339 4,042

0.11 0.12

人件費（Ｂ） 千円 762 815

17,559

状
況
変
化

実施計画当初（平成21年～）からの状況変化

22年度より、道補助金の受入先が政策経営室に統合されたため一般財源が増加している。

事
業
費
の
実
績

0.12

815

この事業にかかる職員数 人/年



【１次評価】

年 月 日

ａ 　ａ　問題なし　　ｂ　検討の余地がある　　ｃ　早急な改善が必要
＜ｂ またはｃ の場合は、具体的な細事業名などを挙げ、問題点を記入する＞

各細事業の進め方について、市民との協働、他団体等との役割分担の見直し、環境への配慮など、改善の必要性はないか

　利用した児童者が目標（活動指標の数値）とした数値に至らなかったが、概ね前年度並みの利用状況であった。

　ａ　問題なし　　ｂ　検討の余地がある　　ｃ　早急な改善が必要
＜ｂ またはｃ の場合は、具体的な細事業名などを挙げ、問題点を記入する＞

成
 
 

果

成果指標の単年度の目標値は達成できたか（単年度の目標値がない場合は、長期的な目標値を達成できそうか予測）

ｂ 　 ａ　目標達成　　　ｂ　ほぼ目標どおり　　ｃ　目標達成できず（目標値と大きな差がある）
＜ｃ の場合は、なぜかを分析して記入する＞

概ね問題なし
＜Ａ～Ｃ判定を受けての今後の方針、問題点に対する改善策などを記入する＞

コ
ス
ト
効
率

無駄なコストが発生していないか、投入した予算や人員に見合った効果が得られているか

ａ 　ａ　問題なし　　ｂ　改善の余地がある
＜ｂ の場合は、具体的な細事業名などを挙げ、問題点を記入する＞

ｂ 細事業の構成

細
事
業
の
構
成
・
進
め
方

細事業の改廃や新規細事業の必要性はないか

ａ

ａ 細事業の進め方 ａ

総
合
評
価

Ａ

総
合
評
価

Ａ 概ね問題なし
＜２次評価者の視点からコメントを記入する＞

１次評価のとおり取り進めること。

 早期療育通園センターは、自立支援法による児童デイサービスⅠ型に位置づけられ、利用児童の状況において
は、大半が保護者同伴による就学前の児童である。また、学童も利用できる児童デイサービスⅡ型の要望に対応す
るとするならば、人件費・設備費等相当な費用が見込まれるため、現状どおりの運営が妥当と思われる。一方、利
用する児童の保護者のニーズが年々変わって来ているため、それに応え得る療育体系の在り方の研究等が必要と
考えられる。

【２次評価】

コスト効率 ａ成　　果

【内部評価委員会】

意
　
見

早期療育支援事業 最終更新日 平成 23 4 21


